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○みなべ町空き家改修支援事業補助金交付要綱 

令和４年５月27日告示第31号 

みなべ町空き家改修支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、空き家の利活用による公共の福祉の増進と地域の活性化を図るため、空

き家を改修しようとする者に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に

関しては、みなべ町補助金等の交付に関する規則（平成16年みなべ町規則第36号）及びこの

要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、次のとおりとする。 

(１) 空き家とは、わかやま空き家バンクに登録された町内の物件をいう。 

(２) 対象空き家とは、本補助金の交付を受けようとする空き家のことをいう。 

(３) 移住とは、みなべ町外から10年以上定住する意志を持って生活の拠点を町内に移し、

本町に住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）に定める住民票を移すことをいう。 

(４) 移住者とは、以下のいずれかの要件に該当する者のことをいう。 

ア 移住前に第７条に規定する交付申請書を提出する者にあっては、第10条に規定する実

績報告時に対象空き家に住民票を移す予定の者 

イ 移住後にあっては、第７条に規定する交付申請時に対象空き家に住民票を移してから

１年以内の者 

ウ 対象空き家以外への移住後２年以内の者（第７条に規定する交付申請時において２年

以内の者）で、第10条に規定する実績報告時に対象空き家に住民票を移している者 

(５) Ｕターン者とは、移住者のうち、みなべ町出身者が就業のために県外において２年以

上勤務した後に、再び町内へ転入した者のことをいう。 

(６) 所有者等とは、対象空き家に係る所有権その他権利により、当該対象空き家の売却又

は賃貸を行うことができる権利を有する個人をいう。（ただし、不動産業又はこれに類す

る業を営む個人を除く。） 

(７) 二地域居住者とは、県外に生活拠点を持ち、本町へ住民票を移さずに一定期間（１年

のうち通算して１か月以上）を本町に有する居所に滞在し、県内において活動しようとす

る者のことをいう。 

(８) 事業主とは、町内に事務所、事業所又は営業所を有する個人又は法人をいう。 

(９) 社宅とは、事業主が被雇用者の居住を目的として購入又は借り上げた空き家をいう。 

(10) 開業とは、空き家において地域の活性化に貢献できる事業を始めることをいう。 

(11) 地域貢献活動とは、別表第１に定める活動分野及び活動内容のいずれかに該当する活

動のことをいう。ただし、活動の効果が特定の個人又は団体のみに帰属する場合を除くも

のとする。 

(12) 地域貢献活動実施者とは、空き家において前号に掲げる地域貢献活動を行おうとする

事業主、自治会又はその他町長が適当と認める団体をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次のいずれかに該当する者として町長から認定を受

けた者とする。 

(１) 所有者等と対象空き家の売買又は賃貸借契約を締結した移住者 

(２) 所有者との合意に基づき対象空き家に居住するＵターン者 



2/21 

(３) 所有者等と対象空き家の売買又は賃貸借契約を締結した二地域居住者 

(４) 所有者等と対象空き家の売買又は賃貸借契約を締結した事業主 

(５) 所有者等と対象空き家の売買又は賃貸借契約を締結した地域貢献活動実施者 

(６) 移住者、二地域居住者、事業主又は地域貢献活動実施者と対象空き家の売買又は賃貸

借契約を締結した所有者等 

(７) Ｕターン者との合意に基づき対象空き家に居住することを認めた所有者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助対象者としない。 

(１) 宗教活動、政治活動、選挙活動又は公益を害するおそれがある活動を行おうとする者 

(２) 法令に抵触する活動及び公の秩序又は善良な風俗を害する活動を行おうとする者 

(３) みなべ町暴力団排除条例（平成23年条例第７号）第２条第２号に規定する暴力団員又

は同条第１号の暴力団若しくは同条第２号の暴力団員と密接な関係を有する者 

(４) 前各号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認める者 

３ 第１項に規定する認定を受けようとする者は、みなべ町空き家改修支援事業補助金資格認

定申請書（様式第１号）に別表第２に掲げる書類を添えて、交付申請前に町長に提出しなけ

ればならない。 

４ 町長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、みなべ町空き家改修

支援事業補助金資格認定（却下）通知書（様式第２号）により、申請者に審査結果を通知す

るものとする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表第３に定

める事業とし、補助金の交付を申請する年度の末日までに補助対象部分の工事が完了するも

のとする。また、事業完了の日が属する年度の翌年度から起算して10年間、当該住宅を活用

するものとする。 

２ 補助対象事業は、県内事業者（和歌山県内に本店又は支店等を有する事業者をいう。）に

発注しなければならない。 

３ 対象空き家の売買又は賃貸借契約の締結前に、和歌山県知事の登録を受けた建築士事務所

に所属する既存住宅状況調査技術者が行う既存住宅状況調査が実施されていること。 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、空き家の改修工事に要する経費とする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の３分の２以内で、限度額は80万円とし端数が生じたと

きは千円未満を切り捨てる。なお、補助金の交付は同一空き家につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、みなべ町空き家改修支援事業補助金交付申請書

（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、事業実施前に町長に提出しなければならない。 

(１) みなべ町空き家改修支援事業補助金資格認定通知書の写し 

(２) 住民票の写し（要綱第２条第４号のイに該当する移住者（Ｕターン者を含む）のみ） 

(３) 対象空き家の位置図 

(４) 改修部位を明記した平面図 

(５) 改修部位の現況写真 

(６) 見積書の写し 

(７) 売買又は賃貸借契約書の写し 
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(８) 申請者が第３条第１項第１号から第５号に該当する借主の場合は、当該空き家所有者

の改修に係る承諾書（様式第３号下段） 

(９) 既存住宅状況調査報告書の写し 

(10) 登記事項証明書（賃貸の場合は不要） 

(11) その他町長が必要と認めるもの 

（交付決定） 

第８条 町長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、みなべ町空き家改修支

援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第４号）により申請者に通知するものとする。 

（変更承認申請） 

第９条 前条の交付決定通知を受けた者が、補助対象事業の内容を変更（軽微な変更を除

く。）しようするとき、又は補助対象事業を中止しようとするときは、みなべ町空き家改修

支援事業補助金変更（中止）承認申請書（様式第５号）を町長に提出し、その承認又は指示

を受けなければならない。 

２ 町長は、前項の申請書を受理し、その内容を承認したときは、みなべ町空き家改修支援事

業補助金変更（中止）承認通知書（様式第６号）により申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第10条 申請者は、補助対象事業が完了したときは、みなべ町空き家改修支援事業補助金実績

報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、事業完了の日から起算して１ヶ月を経過

した日又は事業完了の日が属する年度の翌年度の４月10日（同日が閉庁日の場合は、その直

後の開庁日）のいずれか早い期日までに、町長に提出しなければならない。 

(１) 住民票の写し（要綱第２条第４号のア又はウに該当する移住者（Ｕターン者を含む）

のみ） 

(２) 領収書の写し 

(３) 改修部位を明記した平面図 

(４) 改修部位の工事完了後の写真 

(５) その他町長が必要と認めるもの 

（額の確定） 

第11条 町長は、前条の実績報告書を受理したときはその内容を審査し、適当であると認めた

ときは、みなべ町空き家改修支援事業補助金交付額確定通知書（様式第８号）により申請者

に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第12条 前条の交付額確定通知を受けた者は、みなべ町空き家改修支援事業補助金交付請求書

（様式第９号）を町長に提出するものとする。 

（補助金の支払い） 

第13条 町長は、前条の請求書を受理した後、補助金を支払うものとする。 

（補助金の返還） 

第14条 町長は、本補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当することとなったと

きは、補助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

(１) 虚偽の申請その他不正の手段により補助金を受けたとき。 

(２) 前号に掲げるもののほか、町長が特に補助金を交付するものとしてふさわしくないと

認めたとき。 

（現地調査等の協力義務） 
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第15条 申請者は、町長が補助金に係る予算の執行の適正を期するために調査等を行う場合、

これに協力しなければならない。 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年５月27日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
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